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和光市地域防災計画総則編の改定について 

 

                             和光市防災会議 

〇はじめに 

 ⑴ 和光市地域防災計画について 

災害対策基本法では、市町村に防災会議※1を置き、防災会議は地域防災計画を作成

し、その実施を推進するほか、地域の防災に関する重要事項を審議することとされて

います。（第１６条） 

また、防災会議は毎年地域防災計画に検討を加え、必要があると認めるときは、こ

れを修正しなければならないとされています。（第４２条） 

和光市地域防災計画は、昭和４８年３月に定められ、その後必要に応じて改定を重

ねてまいりましたが、最終改定を行った平成３１年３月以降の法令・制度の改変や時

勢の変化等に対応するため、和光市防災会議において現行計画の見直しを実施し、今

年度は「総則編」の改定を行うこととしました。 

 

⑵ 改定の経過等 

  計画の改定にあたり和光市防災会議を開催し、以下のとおり計画改定に関して、 

 改定の方針と内容等について審議しました。 

  ▼第 1回会議：令和６年 11 月 21 日(木) 

    ア 計画の改定方針 

      令和６年度では、「総則編の全面改定」及び「計画に記載した情報の時点修 

     正（アップデート）」を実施することを決定しました。 

      また、総則編以外の各編については、令和７年度に改定作業を実施するも 

      のとし、令和８年度に被害想定編を全面改定※2することとしました。       
 

※1防災会議の設置 

 和光市防災会議は「和光市防災会議条例」基づき設置・運営しています。 

 会長には市長を充て、委員は、指定地方行政機関、警察、消防、指定公共機関及び和光市の職員、消防団、自主防災

組織を構成する者等の委員で構成しており、現在の委員数は会長を含む３３人となっています。 

※2被害想定編の全面改定 

 現行計画における被害想定（Ⅱ和光市の概況及び被害想定編）は、平成２６年に実施した地震被害想定調査によるも

のですが、中央防災会議の防災対策推進検討会議首都直下地震対策検討ワーキンググループが令和７年度に被害想定の

見直しを行うことが見込まれるため、埼玉県の計画変更等を踏まえて令和８年度に当市の被害想定を全面改定する予定

としました。 
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    イ 総則編の改定イメージ 

      全体的に記載事項等整理し、基本理念・防災目標・基本方針の関係性を明ら 

     かにした上で計画の目標を明確化することとしました。 

    ウ このほか、計画改定に関連する事項として、和光市防災会議の権限に属する      

事項のうち会長が専決処理できる事項について軽易な事項、法令等による義務

付けのある事項等、防災会議において議論する余地のない改定事項については

会長が専決処分（防災会議に諮らずに決定する）ことができることとしまし

た。 

   ▼第２回会議：令和７年１月 22 日(水) 

    ア 第２回会議の開催前に、第１回会議で決定した改定方針に基づく総則編の改

定素案を各委員に示し、その検討結果を踏まえて審議を行い、必要な修正を加

えて改定案を決定しました。 

    イ このほか、「計画に記載した情報の時点修正（アップデート）」に関し、市の

関係部署及び外部関係機関等への照会結果に基づき、修正すべき情報を性質別

に分類し、計画全体で情報の時点修正を行うことを決定しました。時点修正は

今年度末（令和７年３月 31 日）までに実施することとします。 

      ※「情報の時点修正（アップデート）」については意見募集の対象外としま 

       す。 
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１ 総則編全体の構成変更について 

総則編は「地域防災計画の策定」と「防災関係機関の処理すべき事務又は業務の大

綱」の２章で構成されています。 

今回の改定に当たり、総則編の構成を全面的に見直し、現時点において必要性の低い

項目や現在記載する必要のない項目については削除して再構成しています。 

 

 ⑴ 第１章 地域防災計画の策定【改定案 1～12ｐ】 

〇第１章 地域防災計画の策定（目次構成） 

改正案 現 行 

第１節 地域防災計画目的等 

 

 第１ 地域防災計画策定の目的 

 第２ 地域防災計画の体系及び構成 

 第３ 本計画と埼玉県地域防災計画との関係 

   等 

第２節 地域防災計画と関連する主要な計画等 

 

 第１ 和光市総合振興計画 

 第２ 和光市国土強靭化地域計画 

 第３ 地域防災計画と総合振興計画及び国土 

   強靭化地域計画との関係 

 第４ 関係機関等の計画 

 第５ 埼玉県南西部消防局消防計画 

第３節 地域防災計画の基本理念、防災目標及  

   び基本方針 

 第１ 基本理念 

 第２ 防災目標 

 第３ 基本方針 

第４節 防災に関する計画の改定（修正） 

 第１ 地域防災計画の改定（修正） 

 第２ 災害対応活動マニュアル等の作成と修 

   正及び各種計画等の策定 

第１節 地域防災計画改定の経緯及び策定の目 

   的等 

 第１ 地域防災計画改定の経緯 

 第２ 地域防災計画策定の目的 

 第３ 地域防災計画の体系及び構成 

 

第２節 地域防災計画策定の基本方針及び防災   

   目標 

 第１ 基本方針 

 第２ 防災目標 

 

 

 

 

第３節 地域防災計画と関連する主要な計画等 

 

 第１ 指定行政機関等の防災業務計画 

 第２ 埼玉県南西部消防本部消防計画 

 第３ 第四次和光市総合振興計画 

第４節 防災に関する計画の改定（修正） 

 第１ 地域防災計画の改定（修正） 

 第２ 災害対応活動マニュアル等の作成と修 

   正及び各種計画等の策定 
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 ア 「計画改定の経緯」を記載しないことについて 

現行の第１節には、当時の「計画改定の経緯」として、最終改定が行われた当

時の改定に至った経緯及び改定の基本方針が記載されていますが、現在必要のな

い記述であるため、改定案では削除しています。 

なお、「計画を改定すること」については、今回の改定案から記載しないこと

としました。地域防災計画は、計画期間を定めて定期的に見直し・改定・更新を

加える他の行政計画とは異なり、災害対策基本法第４２条により「毎年検討を加

え、必要に応じて見直す」こととされているため、本来見直しの都度計画に経緯

等を記載することはないこと、また、近年改定を行っている近隣自治体も計画本

体には経緯等を記載していないことから、当市においても掲載しないものとしま

す。 

 イ 「基本理念等」と「他計画との関連等」の記載順を変更したことについて 

現行計画では本計画の基本方針を示した上で、本計画と他計画との関係を記載

しているが、本計画が内容を踏まえるべき他の計画との関係性を整理した上で、

本計画の基本理念等を示す流れに改めました。 

それぞれの記載内容については後述します。 

 

 ⑵ 第２章 防災関係機関の処理すべき事務又は業務の大綱【改定案 13～21ｐ】 

〇第２章 防災関係機関の処理すべき事務又は業務の大綱（目次構成） 

改正案 現 行 

第１節 和光市 

 第１ 防災に関する業務 

 第２ 和光市防災会議 

第２節 消防 

第３節 県の機関 

第４節 警察の機関 

第５節 自衛隊 

第６節 指定地方行政機関等 

 第１ 指定地方行政機関 

 第２ 指定公共機関 

 第３ 指定地方公共機関 

第７節 公共的団体・協力機関 

第８節 市民等 

 第１ 市民 

 第２ 自主防災組織 

 第３ 事業所 

第１節 埼玉県 

 第１ 防災に関する業務 

 第２ 防災会議及び災害対策本部 

 第３ 他都県との相互応援 

 第４ 埼玉県地域機関 

第２節 陸上自衛隊及び指定地方行政機関等 

 第１ 陸上自衛隊第３２普通科連隊 

 第２ 指定地方行政機関 

 第３ 指定公共機関 

 第４ 指定地方公共機関 

 第５ 公共団体等 

第３節 和光市 

 第１ 防災に関する業務 

 第２ 防災会議 

 第３ 埼玉県南西部消防本部 

 第４ 和光市民の役割 

 第５ 事業所の役割 
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 ア 掲載順序の変更について 

第２章については、他の自治体と記載内容が同一であることから、近年改定を

実施した自治体の例を参考に再構成しました。 

 イ 記載事項の修正について 

アと同様に近年改定を実施した自治体の例を参考に再構成しました。 

主な修正事項は次のとおりです。 

 ① 計画の策定主体となる市及び防災会議の役割と業務を最初に掲げた。 

 ② 県の機関に関する記載を近隣市の事例を参考に整理した。 

 ③ 現行計画に記載のなかった「警察の機関」を追加した。 

 ④ 指定地方行政機関等の役割等の説明を追加した。 

 

２ 第１章の修正事項等 

 ⑴ 第１節 地域防災計画の策定 

  ア 「第２ 地域防災計画の体系及び構成の図（体系図）の更新【改定案 1ｐ】 

    災害対策基本法の規定による国、県及び市町村の役割等を整理・明示した図と

して更新しました。 

  イ 「第４ 本計画と埼玉県防災計画との関係等」の追加【改定案 3ｐ】 

    災害対策基本法の規定による本計画と埼玉県地域防災計画（以下「県計画」）と

の関係を整理して記載し、県計画の改定が行われ、改定内容が本計画に反映される

までの間に本市において対応が必要となる事項がある場合には、県計画の記載事項

に準拠することを新たに記載しました。 

    参考として、近年の県計画の改定内容を示しました。【改定案 4ｐ】 

 ⑵ 第２節 地域防災計画と関連する主要な計画 

  ア 「第１ 和光市総合振興計画」の更新【改定案 5ｐ】 

    現在の和光市総合振興計画は第五次計画（令和７年度に中間見直しを予定）で

すが、現行計画に記載されている事項は第四次計画のものであるため更新します。 

    なお、更新に当たっては、防災に関する事項のみを抜粋し、防災に関する取組

内容を表で示しました。 

  イ 「第２ 和光市国土強靭化地域計画」の追加【改定案 5～6ｐ】 

    和光市国土強靭化地域計画は令和４年度に策定されたもので、現行計画には記

載がないため追加しました。 

  ウ 「第３ 地域防災計画と総合振興計画及び国土強靭化地域計画との関係 

   」の追加【改定案 6～7p】 

    当市の国土強靭化計画は総合振興計画と並列に位置付けられているため、地域

防災計画には２つの上位計画が存在することになります。そのため、計画間の関係

性を整理して示すため、記載及び図（２点）を追加しました。 
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 ⑶ 第３節 地域防災計画の基本理念、防災目標及び基本方針 

   現行計画の第２節では「基本方針」と「防災目標」が掲げられていましたが、これ

らの記載は「行政の活動目的」としては具体性に欠けるため、「基本理念」、「防災目

標」及び「基本方針」として再構成し、それぞれが具体的にイメージできるように記

載しました。【改定案 9～11ｐ】 

  ア 基本理念の考え方 
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  イ 防災目標の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ウ 基本方針の考え方 
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 ⑷ 第４節 防災に関する計画の改定（修正） 

   現行計画の第４節でも計画の改定（修正）に関する記載がありますが、災害対策

基本法第４２条の規定と必要に応じたマニュアルの修正について触れるのみとなって

います。 

   前記１⑴アでも示しましたが、本計画は「毎年検討を加え、必要に応じて見直

す」ことが法定されていますが、基本方針等については施策を実施する上での根拠と

なるものですので、頻繁に見直し・修正を行うことは現実的ではなく、基本方針等に

基づき実施した取組については効果を検証する必要もあることから、基本方針等は一

定期間修正せずに掲げる（取り組む）必要があります。ただし、その期間は施策や計

画の性質等に応じて３年から５年を目安とし、取組の効果検証等を行いながら適切に

計画の見直し・改定を行うものとします【改定案 12ｐ】 


